




















































受給資格者に対して情報提供を行うことを公務員に義務づける明文の一般的規定は存在しないため、行政の窓口等で適切な情報提供を受けることができなかったとしても、その不作為が違法であるとは直ちには判断しづらい。そもそも不作為の違法性を認めるためには、その前提 して作為義務があることが必要であり、その作為義務に違反したとして不作為の違法性が容 され が、行政の窓口職員に対して情報提供義務を定める一般的規定がないため 、その作為義務をどのように 的に導き出すかが問題と る。　
本稿では、こうした行政の窓口等において社会保障給付の受給資格者等から給付について相談ま は質問を けた















































































民に対して行うあらゆる情報提供 ついて法的義務を認めたわけではなく、手当制度に関す 周知徹底の広報義務に限定して法的義務を認めたものに過ぎず、換言すれば、情報提供 一部 形態として広報を抽出し、この広報について法的義務を容認したのである。この う 永井訴訟一審判決は、情報提供義務のうち広報 をひ つの類型として抽出したが、情報提供の類型化については幾つかの見解が示されている。　
まず、行政が住民に対して行う情報提供義務の類型については、①不特定多数の給付対象者に向けての一般的広報


































































る権限の 使をどのようにして法的な として導き出すかということが問 ことになり、③の場合は、そもそも法令に規定されていない作為義務を公務員に課すことができるのかということが問題となる。　
公務員の不作為によって国民に損害が発生した場合については訴訟上、国家賠償 求 が多いため 以























































あって、希望者からの請求権にもとづくものではなく したがって、措置を受けること より におい 養護されることは、老人に与えられた ではなく、地方公共団体に措置義務があることから派生する反射的利益に過ぎないとして、請求を棄却した。　
反射的利益論に関する学説について本稿で深く扱うことはしないが、簡単に幾つかの見解を紹介すれば、肯定的に













































何らの措置もとらなかったとして、国家賠償法にもとづいて損害賠償を国等に求めた事案である。この判決は、 「国民の生命・身体・健康に対する毀損という結果発生の危険があって、行政庁において規制権限を行使すれば容易にその結果 発生を防止することができ、 かも行政庁が権限を行使しなければ結果の発生を防止できないという関係にあり、行政庁において右の危険の切迫を知りまたは容易に知り得べかりし情況にあって、被害者──結果の発生を前提──として規制権限 行使を要請し期持するこ が社会的 容認され得るような場合、……規制権限を行使するか否かについて の裁量権は収縮・後退して 行政庁 防止のためその規制権限 行使 義務づけられ、したがって、その不 使は作為義務違反 して違法となるものと解すべきである」と判示したうえで 国の賠償責任を肯定した。　
この裁量権収縮論に対しては、多くの判例・学説の支持を得ているが、いかなる場合に裁量が収縮して作為義務が


































































































この事件は、海中に投棄された旧日本陸軍 砲弾類 海岸に打ち上げられ、その砲弾類 訴外中学生らによって焚










て人身事故等の発生する危険がある場合、島民等としてはこの危険を通常の手段では除去できないため、警察官においてこの権限を適切に行使し、自らまたはこれを処分する権限・能力を有する機関に要請するなどして積極的に砲弾類を回収するなどの措置を講じて 砲弾類の爆発による人身事故等の発生 未然に防止することは、その職務上の義務でもあると解するのが相当であるとした。そ うえで、警察官は単に島民等に対して砲弾類の危険性につい の警告や砲弾 発見した場合における届出の催告等の措置をとるだけで 足りず、さらに進んで自らまたは他の機関に依頼して 積極的に回収するなどの措置を講ずべき職務上の義務があったも と解するのが相当 あって 警察官がかかる措置をとらなかったことは、そ 職務上の義務に違背し 違法 るとして、請求を認容した。　
この上告審判決は、形式的には警察官職務執行法四条一項等の権限にもとづいて作為義務を認めているようにもと





































































































































場合に、その効果として当該日から起算して四日目から労務に服することが可能になった日までの期間について、一日につき標準報酬日額の一〇〇分六〇に該当する金額を傷病手当金として支給する旨定めているにすぎないのであって、その文言は行政機関にそれ以上の権限 与え り、義務を負わせたり 旨を定めているとは到底読み取れず、したがって、同条が社会保険事業所の係員の傷病手 金制度についての周知徹底義務の根拠法規と解釈することは、無理があると言わざるを得ないと判示 た。なお当該判決は、一般論として行政作用法規に られた作為要件が漠然としている場合になお行政機関による作為を求めることは、行政機関による恣意的判断を招来 おそれがあり、法律による行政の原理、ひいて 民主主義 抵触することになりかねないこと 、 機関が一定の権限を発動したり、国民に対する作為義務を負う場合には、そ 根拠と 行政作用法規の存在が不可欠であり、そ 法規には権限発動の要件または作為義務を負う の要件が明確に定められて ることを要する も述べている。　
原告が、①広報義務を含めたものとして「周知徹底義務」という用語を用いていること、および②周知徹底義務の













により、受給可能な制度を教示す 職務上の義務を負い、受給可能なこと 明らかな場合には申請手続きを適切に教示し、相談内容から何らかの手当を受給できる可能性があると認められた場合には、不明な部分に関する資料 求め、再度来所するよう示唆すべき職務上の義務を負うと判示した。ただし、担当職員ら 原告が受給資格を有 こと認識するに到らなかったことにつき過失は認められないとし 原告の請求を棄却 た。　
この地裁判決は、受給可能な制度を教示する職務上 義務の法的根拠を明示していないが、個別的情報提供義務に















者の説明内容を的確に把握 て、支給可能性のある給付が何であり、受給資格 してどのような要件が定められており、相談者の場合には、どのような問題 ある かを常に念頭において 相談者の相談に当たることが窓口職員に要求されており、本件 おいて、市職員および県職員としては、最低限、相談者の相談内容から支給の可能性 ある給付の種類およびそ 受給要件の概括的内容 教示す 職務上の義務を負うと判示した。ただ 、市職員及び県の職務執行に職務上 義務に違反する行為があったとしても、結局、これと原告（控訴人（ら 主張する財産上の損害と 間には因果関係が認められないとし 控訴を棄却 た。　
この高裁判決は、相談内容から支給の可能性がある給付の種類およびその受給要件の概括的内容を教示する職務上

















ず、その者が受給可能な他の公的扶助についてすべて教示する義務を負うとすることは、生活保護事務の円滑な運用に著しい支障を来すも であり、また担当職員に対し、そのような一般的・抽象的な作為義務を課すことは 作為義務の具体性・明確性の観点から見ても相 でないと判示 た。また、条理にもとづく教示義務違反の主張については、被告職員 およそ網羅的・一般的な教示義務 課すこ は、他の具体的保護事 執行の支障にもなりうるので、当該制度について具体的な相談を け 場合に 具体的状況に応じて支給 可能性がある給付 種類および受給要件、手続きの概括的内容を教示する義務を条理上負う場合もあり得 が 本件では具体的相談 受けたことがなかった等の事情に照らし、国家賠償の対象となるような条理上 作為義務違反 あっ と まではいえないとして、原告の主張を斥けた。　
この地裁判決は、支給の可能性がある給付 種類および受給要件、手続きの概括的内容を教示する義務を条理上負

















裁量の範囲を著しく逸脱し、合理生を欠くといえ ような場合にのみ違法となる して、逆説的な言い方であるが、周知措置をと 法的義務が認められる可能性を認めた。続いて、法令上、個別請求指導を予定するような規定がないこと、個別請求指導 するとすれば相当な労力や費用を要するこ が予想されるこ 、他に種々の広報活動がなされていることなどを考慮して、個別請求指導 すべき職務上の法的義務 あるとはいえないと判示 た。　
原告のいう個別請求指導とは、恩給法 公的扶助料等の受給の氏名・住所等のデータを国は有しており、当該テー























安定性と保護法益とのバランスが問われることとなる。この視点から考えた場合、たとえ特定の者に対して情報を提供する場合であっても対象が多数に及ぶ場合は、相当 労力と費用を要することになる め、まったく広報を行っていない場合等は別とし 、明文の規定なく条理にもとづいて相当な多数に対して個別的情報提供義務を認めることは困難であろう。また、具体的な相談 ない場合は、公務員が社会保障給付の受給可能性について自発的に調査して情報を提供することになるが、やはり がない に うした義務を負うと解 は無理があろう。　
これに対して、市役所の窓口を担当する職員が受給資格者等から給付について個別的に相談や質問を受けた場合に































































口職員は単に誤った情報を与えな 義務だけでなく、エディの資格や選択肢に関 て完全かつ正確な重要な を提供する積極的義務を負い、この義務はエディ 完全かつ正確な情報 得るまで質問を継続しなくても発生 と判示した。　
このエディ事件では、確かに窓口職員は医療給付制度を「継続する（
continue （」ことができるかというエディの











しかし、そもそも詳しく知っていれば窓口職員に質問をする必要はないと る。したがって、窓口職員は、制度に不慣れな受給資格者が不適切な用語を使用して質問を行い、また 質問者が応答に必要な情報を十分に窓口職員に知らせずに質問を行う場合 あることを予想して対応 ことが求められて るといえる。　
このエディ事件を参考にして日本における個別的情報提供義務を考察すると、窓口職員が負う個別的情報提供義務
は、聞かれたことを単に答え ばいいというものではないと考えるべきであ 。神戸市垂水区役所事件地裁判決は窓口職員から相談者に積極的 想定し得る限りの発 をして監護状況を確認する職務上の義務はないとするが、 「想定し得る限りの発問」をするというのは過大な誇張であり、通常、どのような給付 受給し いのか、受給資格者が現在どのような状況にあるか、などの事情 窓口職員 質問者から聞いたならば、窓口職員が質問者に確認すべき 項は相当程度限定されてくると思われる。神戸市垂水区役所事件地裁判決は から発問 義務 まったく いとしており失当である。　
したがって、特別児童扶養手当国家賠償事件の高裁判決が、窓口の担当者は条理にもとづき、来訪者が制度を特定














給資格者等に対して公務員である担当職員は個別的に情報提供 行う義務（個別的情報提供 （を条理上 うと解されること、および当該個別的情報提供義務は質問者から聞かれたことを単 答える義務だけではなく 必要に応じて職員から質問 に質問を行うなどして適切な情報を質問者 積極 提供する義務を含むことを明らかにした。　
条理とは、社会生活における正義の観念、公序良俗、信義誠実などの根本理念を指すが、本稿で考察した個別的情
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たとえば因集島集団骨間接結核訴訟事件にお て、国は以下のように主張 。 「行政庁は、内閣の統括のもとに行政目的 総合
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